被災住宅用地に係る固定資産税・都市計画税の特例
特例の概要
　東日本大震災により滅失・損壊した住宅の敷地(被災住宅用地)については、平成24年度～令和8年度分まで当該土地を住宅用地とみなし、住宅用地の課税標準の特例を適用する。(法附則56 eq \o\ac(○,1))

　　　　　　　　　　　　　
[image: image1.png]v—l
ii



　
＜住宅用地の課税標準の特例＞

	
	固定資産税
	都市計画税

	小規模住宅用地
	価格×１／６
	価格×１／３

	一般住宅用地
	価格×１／３
	価格×２／３


・被災住宅用地の共有・区分所有関係に変更があった場合(法附則56 eq \o\ac(○,2)～ eq \o\ac(○,4))

・土地区画整理事業の施行に係る仮換地等の指定があった場合(同 eq \o\ac(○,6)～ eq \o\ac(○,9))

→同様の措置が受けられるよう、所要の規定を整備。

特例適用要件

1. 大震災により滅失・損壊した家屋の敷地の用に供されていた土地であること。

2. 平成23年度分で住宅用地の特例(法349の3の2)の適用を受けていた土地であること。

3. 平成24年度～令和8年度までの各年度の賦課期日において、家屋・構築物の敷地の用に供されている土地以外の土地の全部(一部)で、住宅用地として使用することができないと市町村長が認めるものであること。

4. 対象者用件(令附則33 eq \o\ac(○,1))

1 平成23年1月1日における被災住宅用地の所有者

2 平成23年1月2日から3月10日までの間に当該土地の全部(一部)を取得した者

3 ア・イが個人の場合、平成23年3月11日以降に当該土地の全部(一部)を取得した相続人、三親等以内の親族

4 ア・イが法人の場合、合併法人又は分割承継法人

→「損壊」とは

→「住宅用地として使用することができない」旨の認定例
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→特例適用要件は条例による申請書等で確認
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被災住宅用地の特例





震災により滅失・損壊





（損壊・滅失


した住宅の敷地）








　　　　　　住宅なし








震災その他の自然的現象又は人為的原因によって、家屋が著しく損傷を受け、又は破壊された状態をいう。


例えば、建具や造作の部分的な損傷、屋根瓦が数枚落下した場合など、比較的容易に修繕可能なもの、壁の軽微なひび割れ等で震災前の目的・用途での使用に支障がない程度のものは含まないと解されている。


この特例措置の趣旨は、震災が原因で住宅用地の特例の要件がみたせなくなった場合の救済措置であり、各種被災者支援制度とのバランス等からも、り災調査の被害認定「半壊」以上が一つの目安となりうる。


＊一部破損などで引き続き住宅として使用されていれば、引き続き法349の3の2の住宅用地の特例が適用される。





がれき等の処理や、復旧工事用の資材置き場として使用などで、物理的に使用できない。


土地をめぐる権利関係の調整に時間がかかる。


法令等に基づく建築制限で住宅が建設できない。


経済的事情により、住宅再建まで時間がかかる。など








市町村長は、被災住宅用地の所有者等に、条例の定めるところにより、その旨を申告させることができる。（法附則56⑤）





【条例の申告書記事項】


納税義務者の住所・氏名（名称）　（相続人等の場合は、所有者との関係を証する戸籍謄本等）


被災住宅用地上の家屋の所有者及び家屋番号


当該年度の賦課期日においてその土地が住宅用地として使用することができない理由


その他必要な事項








